
経 営 方 針

（１） 経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつ

ホスピタリティ溢れる商業空間の創造」という経営理念のもと、ショッピングセンタ

ーの開発・運営を行っております。

この基本的な理念を踏まえて、当社では企業価値の最大化を事業の基本的な経営方

針とし、①「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、特に「都市型商業施設」の

開発・運営をコアビジネスとした本業の強化、②ストック型からフロー型経営への転

換を原則とした効率経営の実現、③総資産、有利子負債の圧縮と収益力強化による財

務体質の改善、を目標とした経営を推進してまいります。

（２） 利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を最重要政策のひとつと位置付けております。今

後一層の競合激化が予想される小売業界の厳しい経営環境においても、効率的な業務

遂行を通じて、収益力の向上、財務体質の改善など経営基盤の強化に努め、安定的な

配当を継続することを基本方針といたしております。

（３） 中期的な経営戦略

昨年 11 月に創業 30周年を経て、平成 15 年の渋谷パルコ開店 30 年を迎える当社は、

平成 12 年度（2000 年度）を「第二創業期」の元年として新たなスタートを切りまし

た。具体的には以下の点を中期戦略の中心課題とし、速やかに実行してまいります。

① 新たなマーチャンダイジングミックスとテナント構成にもとづく店舗別中期営業政

策の策定、及び新たな営業政策にともなう新契約形態への移行をもとにした営業競

争力の強化

② 宣伝・販売促進政策の改革と顧客サービスの強化

③ 店舗オペレーションの効率化とローコスト化の実現

④ 新規事業の拡大と収益化（既存ノウハウを活用したショッピングセンターの開発・

運営に関するコンサルティング事業、ＩＴを活用した新規収益ビジネスへの積極的

な取組など）

⑤ 連結企業価値の増大に向けたパルコネットワーク企業群の再編と各企業の収益力向

上

（４） 会社の経営管理組織の整備等に関する施策

平成 12 年 9 月に、企業価値を創造できる組織体への更なる進化を主題として、3 本

部制の廃止を中心とする組織改編を行いました。具体的には、①組織のフラット化に

もとづいた意思決定システムの再編（権限委譲の推進による業務遂行の迅速化とナレ

ッジマネジメント機能の強化）②本業強化体制の再編（既存店舗のマーケティングの

徹底を目的とした女性のみの構成員で組織するマーケティング部の新設など）、③新

規プロジェクトのサポート体制の整備、を実施いたしました。
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経 営 成 績

（１） 当中間期の概況

当上半期におけるわが国経済は、経済対策など一連の政策効果などにより民間需要

の下げ止まりが見られるなど、景気回復の兆しを示す経済指標が散見されましたが、

経済全体ではその回復力の強さを示すまでには至りませんでした。

小売業界におきましても、雇用や所得環境に目立った改善が見られず、消費意欲へ

のマイナス要素が解消されない結果、個人消費は回復感に乏しい状況が続いておりま

す。

このような景況のもと、当社は以下のような事業活動を行ってまいりました。

「都市型商業施設」の開発・運営をコアのビジネスとした本業強化のために、会員

数 120 万人となった自社カード「ＰＥＣカードインターナショナル」の情報分析や現

状課題の摘出を徹底的に行い、将来構想を踏まえた店舗毎のマーケティングを集中強

化しながら、売上増進につながる改装と販売促進企画の実施に努めてまいりました。

改装につきましては、ファッショントレンドへのスピーディーな対応強化、個性化

の進むライフスタイルへの対応強化、大型テナント導入による集客力の強化をテーマ

に推進してまいりました。規模としては全社で約 16,000 ㎡・ 138 区画の改装を行い、

当該ゾーンの売上高は前年比 108.0％を達成いたしました。なかでも宇都宮店、池袋

店などは、ゾーン売上比 259.5％、133.2％と高い成果を上げることができました。こ

れらの施策は引き続き、下半期に控えた大規模改装の完成につなげていく予定でござ

います。

販売促進につきましては、各店舗毎に、ターゲットとモチベーションを有効に組み

合わせた企画を続けて実施する一方、顧客に対してのより実効的な情報発信に活用す

るために、Ｅメールアドレス収集キャンペーンを行い、ダイレクトマーケティング機

能を強化いたしました。また、当社の総合ホームページに加え、各店舗のホームペー

ジを順次開設し、マーケット情報の発信機能を充実させました。

テナントサポートにつきましては、販売技術向上、及び当社スタッフとの情報交換

機能強化のために「テナント従業員研修会」を継続実施しております。当上半期は、

『販売力強化のための新人・中間クラスの接客技術の向上』をテーマに延べ 53 回・

2,000 人の参加を得ました。

また、定休日削減・営業時間延長を推進し、顧客にとっての利便性を強化いたしま

した。

以上のような事業活動のもと業績向上に努めてまいりましたが、個人消費がはっき

りした回復に至らぬなか、当上半期の売上高は 1,201 億 92 百万円（前年同期比 93.0％）

となり、販売管理費などの削減に努めましたが、経常利益は 25 億 4 百万円（前年同

期比 89.3％）となりました。また、株式評価損戻入益 25 億 34 百万円を特別利益に計

上する一方、当社の関係会社でアムス宇都宮店（平成 13 年 1 月閉店予定）の運営を

受託しております株式会社ウォークに対する貸付金について、財務の健全性の観点か

ら貸倒引当金 14 億 56 百万円を特別損失として計上したため、中間純利益は 18 億 35

百万円（前年同期比 92.3％）となりました。
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（２） 通期の見通し

今後の経済情勢の見通しといたしましては、成長性の高い情報関連分野などを中心

に企業収益が緩やかに回復傾向にあるものの、一方で個人消費に関しましては、雇用・

所得面での不安感を払拭しきれず、完全な回復には引き続き時間がかかるものと思わ

れます。小売業界におきましても、Ｅコマースの発展や外資系企業の参入などにとも

ない、業界再編の動きが見られたり、より一層競合が激化することが予想されます。

このような経営環境のもと、当社は「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、

特に「都市型商業施設」の開発・運営をコアビジネスとした本業の強化を徹底して行

う所存でございます。

既存店につきましては、引き続き店舗毎のマーケティングを集中強化しながら、売

上増進につながる改装と販売促進企画の実施を行っていきます。改装につきましては、

池袋パルコの全館リニューアルや、それに引き続く渋谷パルコリニューアルの先鞭と

しての「東大門市場」「2002FIFA ワールドカップ TM オフィシャルショップ東京店」の

オープンなど、ゾーン全体の革新をテーマにした「第二創業期」元年にふさわしい抜

本的な大型改装を推進していきます。販売促進につきましても、大型改装と連動した

企画、札幌店 25 周年、吉祥寺店 20 周年、熊本店 15 周年などの集客モチベーション

を効果的に活用した営業企画、105 日間連続でのオフ・セール企画「ノンストップ!! Ｐ

ＥＣカード５％ＯＦＦ」、及び各店のインターネットホームページの充実や電子メー

ルを利用したダイレクトマーケティングなどの顧客コミュニケーションの充実強化に

より、売上高の向上を図ります。

新規出店につきましては、「ライブ＆ライフ セレクション」をコンセプトに「広島

パルコ２（仮称）」の平成 13 年秋開店に向けた準備が着々と進んでおり、以降も仙台

物件の計画が進行中です。また、蓄積された店舗開発・運営のノウハウを活用したコ

ンサルティング事業に関しましては、九州旅客鉄道株式会社との取組である長崎駅ビ

ル「アミュプラザ長崎」の平成 12 年 9 月開業に続き、現地事務所を開設し物件開発

を進めております台湾など、新たな収益軸として同事業を強化・育成してまいります。

これらの施策によって、収益力および業績向上を図り、経営基盤の強化に努めてま

いります。通期の業績見通しにつきましては、売上高 2,510 億円（前期比 95.1％）、

経常利益 49 億円（前期比 100.6％）、当期純利益 15 億円（前期比 282.9％）を見込ん

でおります。
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中間貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

前中間会計期間末

（平成１１年８月３１日）

当中間会計期間末

（平成１２年８月３１日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１２年２月２９日）

[ 資 産 の 部 ]              

Ⅰ　　流 動 資 産           

　　　現 金 及 び 預 金           

　　　受 取 手 形           

　　　営 業 未 収 金           

　　　有 価 証 券           

　　　販 売 用 不 動 産           

　　　製 品           

　　　仕 掛 品           

　　　貯 蔵 品           

　　　短期貸付金（現先）           

　　　関係会社短期貸付金           

      そ の 他 短 期 貸 付 金           

      繰 延 税 金 資 産           

      そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           

１１，１１６

７０

６，０６７

５，０１３

１，４０５

４４２

１６

３９

２５，５０７

６，１７０

２，１２３

２７７

２，００８

△２６４

７，０１４

６４

６，１８３

１２，２７７

－

４４７

２９

４０

１２，９９７

７，４８０

２６３

１，３８２

１，５８８

△２，７７７

３１，６３９

１５２

６，９９０

２，０９３

－

４７２

１６

３６

－

３，６４５

２，０６３

６６１

１，８６９

△１，２７７

　　　流 動 資 産 合 計           ５９，９９３ ４６，９９２ ４８，３６４

Ⅱ　　固 定 資 産           

(1) 有 形 固 定 資 産           

　　　建 物           

　　　土 地           

　　　そ の 他           

(2) 無 形 固 定 資 産           

　　　借 地 権           

　　　そ の 他           

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産           

　　　投 資 有 価 証 券           

　　　長 期 貸 付 金           

　　　差 入 保 証 金 ・ 敷 金           

      繰 延 税 金 資 産           

　　　そ の 他           

　　　貸 倒 引 当 金           

７５，２５２

３８，８７３

３４，７０９

１，６６８

１１，３６７

１０，９４３

４２４

９７，５２８

２５，６５１

９９２

６２，８４０

２９０

７，７６０

△７

７８，７１６

３８，２４１

３８，４９０

１，９８４

１１，６８８

１０，９４３

７４４

９７，５３４

２２，１４６

１，０２１

６０，９７５

２０１

１３，１９５

△６

７８，３２５

３８，２２２

３８，１７５

１，９２８

１１，３５４

１０，９４３

４１１

９６，３２２

２５，３０５

１，０３０

６１，７１８

３０５

７，９６９

△７

　　　固 定 資 産 合 計           １８４，１４８ １８７，９３９ １８６，００３

Ⅲ　　繰 延 資 産           

　　　社 債 発 行 差 金           ８９ ４９ ６６

　　　繰 延 資 産 合 計           ８９ ４９ ６６

資 産 合 計              ２４４，２３２ ２３４，９８２ ２３４，４３４
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中間貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目

前中間会計期間末

（平成１１年８月３１日）

当中間会計期間末

（平成１２年８月３１日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成１２年２月２９日）

［ 負 債 の 部 ］              

Ⅰ　　流 動 負 債           

　　　支 払 手 形           

　　　営 業 未 払 金           

　　　短 期 借 入 金           

　　　未 払 金           

　　　未 払 法 人 税 等           

　　　引 当 金           

　　　一 年 以 内 償 還 社 債           

　　　そ の 他           

７７７

１６，２７２

２７，８７６

２，７６２

２，００７

８３３

７，８００

１１，２７２

６１４

１５，１９８

２８，０１５

２，９１３

２，１０６

７５７

１０，０００

５，３７８

１，０５３

１４，９７９

２７，６５５

３，６１９

１，２１９

８１１

１０，０００

５，６３２

　　　流 動 負 債 合 計           ６９，６０１ ６４，９８４ ６４，９７０

Ⅱ　　固 定 負 債           

　　　社 債           

　　　転 換 社 債           

　　　長 期 借 入 金           

　　　退 職 給 与 引 当 金           

　　　役員退職慰労引当金           

　　　受 入 保 証 金           

　　　そ の 他           

３４，７００

－

２３，９２６

７

５５６

５９，１６６

５

２６，４００

５，０００

２５，４０９

１２

３６９

５６，６５９

２

２４，７００

５，０００

２６，５８７

１０

５９１

５７，９８４

３

　　　固 定 負 債 合 計           １１８，３６１ １１３，８５３ １１４，８７７

負 債 合 計              １８７，９６３ １７８，８３８ １７９，８４８

［ 資 本 の 部 ］              

Ⅰ　　資 本 金           

Ⅱ　　資 本 準 備 金           

Ⅲ　　利 益 準 備 金           

Ⅳ　　そ の 他 の 剰 余 金           

(1) 任 意 積 立 金           

(2) 中間（当期）未処分利益

２１，７９３

２１，２１８

５８５

９，３６１

３，３１０

２１，７９３

２１，２１８

６３５

１０，０１１

２，４８５

２１，７９３

２１，２１８

６０７

９，３６１

１，６０４

その他の剰余金合計           １２，６７１ １２，４９６ １０，９６５

資 本 合 計              ５６，２６８ ５６，１４４ ５４，５８５

負 債 及 び 資 本 合 計              ２４４，２３２ ２３４，９８２ ２３４，４３４
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中間損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

　　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目

前 中 間 会 計 期 間          

自平成１１年３月　１日

至平成１１年８月３１日

当 中 間 会 計 期 間          

自平成１２年３月　１日

至平成１２年８月３１日

前事業年度の要約損益計算書

自平成１１年３月　１日

至平成１２年２月２９日

Ⅰ　　売 上 高           

　　　　専 門 店 売 上 高          

　　　　そ の 他 の 売 上 高          

　　　　売 上 高 計          

Ⅱ　　売 上 原 価           

　　　　専 門 店 仕 入 高          

　　　　その他の売上原価          

　　　　売 上 原 価 計          

１２６，９０８

２，３５４

１２９，２６３

１１３，０４１

１，５３６

１１４，５７７

１１７，１９４

２，９９７

１２０，１９２

１０３，９０１

２，２４７

１０６，１４８

２５７，１２８

６，７１１

２６３，８４０

２２９，３６０

５，１６５

２３４，５２５

　　　　売 上 総 利 益          

　　　　返品調整引当金戻入額

１４，６８５

２１

１４，０４３

６

２９，３１４

１５

　　　　差 引 売 上 総 利 益          

Ⅲ　　営 業 収 入           

１４，７０６

７５５

１４，０５０

７３２

２９，３２９

１，５２４

　　　　営 業 総 利 益          

Ⅳ　　販売費及び一般管理費           

１５，４６２

１１，９８２

１４，７８３

１１，４００

３０，８５４

２４，５７６

　　　　営 業 利 益          ３，４７９ ３，３８３ ６，２７７

Ⅴ　　営 業 外 収 益           

Ⅵ　　営 業 外 費 用           

３３２

１，００６

２５７

１，１３５

７９４

２，２００

　　　　経 常 利 益          ２，８０５ ２，５０４ ４，８７２

Ⅶ　　特 別 利 益           

Ⅷ　　特 別 損 失           

１，３４０

１３３

２，５８９

１，８７３

１，６０６

５，０８７

　　　　税引前中間(当期)純利益
         法人税、住民税及び事業税
　　    法 人 税 等 調 整 額          

４，０１１

１，９３１

９１

３，２２１

２，００３

△６１６

１，３９０

１，１６７

△３０６

　　　　中間 (当期 ) 純利益          

　　　　前 期 繰 越 利 益          

        過年度税効果調整額          

　　　　中 間 配 当 額          

　　　　中間配当に伴う利益準備金積立額

１，９８８

６６０

６６０

－

－

１，８３５

６５０

－

－

－

５３０

６６０

６６０

２２４

２２

　　　　中間(当期)未処分利益          ３，３１０ ２，４８５ １，６０４

－７－



中間財務諸表作成の基本となる事項

１．事業年度の財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続きと異なる会計処理の基準

（１） 減価償却費

　　　　　　費用の適正な期間配分のため、当中間会計期間末の固定資産に係る事業年度分減価償却費見積額を期

　　　　　　間に基づいて配分しております。

（２） 退職給与引当金繰入額及び役員退職慰労引当金繰入額

　　　　費用の適正な期間配分のため、年間繰入見積額を期間に基づいて月割按分して計上しております。

（３） 法人税、住民税及び事業税

　　　　中間会計期間を一事業年度とみなして計算した額を計上しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　製 品      ……総平均法による原価法

　　　仕 掛 品      ……個別法による原価法

　　　貯 蔵 品      ……個別法による原価法

３．たな卸資産以外の資産について原価基準以外の基準を採用している場合の評価基準

　　　取引所の相場のある有価証券……移動平均法による低価法（洗替え方式）

４．有形固定資産の減価償却方法

　　　建物（建物附属設備は除く）……税法の規定による定額法

　　　その他の有形固定資産            　……税法の規定による定率法

５．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１） 繰延資産の処理方法

          社債発行費      ……支出時に全額費用処理しております。

　　　　　社債発行差金……社債償還期間により均等償却しております。

（２） 消費税等の会計処理方法

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しており、当中間会計期間末においては、仮払

　　　　　消費税等、仮受消費税等を相殺し差額を流動負債「その他」に含めて表示しております。

（追加情報）

　投資その他の資産の「その他」に計上していたソフトウェアは、財務諸表等規則の改正に伴い、当中間会計期

　間より無形固定資産の「その他」に含めて表示しております。

－８－



注記事項

（中間貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　前中間会計期間末         　　　当中間会計期間末         　　　前 事 業 年 度 末         

１．有形固定資産減価償却累計額　　　５０，８７０百万円　　　５３，３３９百万円　　　５１，８９８百万円

２．偶 発 債 務             　　　１３，５７３百万円　　　　９，９９６百万円　　　１３，１９４百万円

３．流動資産「その他」に含まれている自己株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０百万円　　　　　　　　０百万円　　　　　　　　０百万円

　　　　自 己 株 式 数           　　　　　　　　８６２株　　　　　　　　８６０株　　　　　　１，６５４株

４．そ の 他             　　　中間貸借対照表に計上      中間貸借対照表に計上        貸借対照表に計上した
                                        した投資有価証券には、     した投資有価証券には、    　投資有価証券には、平

                                        平成 11年 1月に株式        平成 11年 1月に株式         成 11年 1月に株式会

                                        会社西武百貨店と合併　 　　会社西武百貨店と合併        社西武百貨店と合併し

                                        した株式会社セゾンの       した株式会社セゾンの        た株式会社セゾンの株

                                        株式が 13,900百万円        株式が 13,900百万円         式が 13,900百万円含

                                        含まれております。       　含まれております。          まれております。

                                        当社は、商法第４０８     　当社は、商法第４０８      　当社は、商法第４０８

                                        条ノ３の規定に基づき     　条ノ３の規定に基づき      　条ノ３の規定に基づき

                                        当該株式を株式会社西       当該株式を株式会社西        当該株式を株式会社西

                                        武百貨店に対して上記       武百貨店に対して上記        武百貨店に対して上記

                                        金額での買取請求を行       金額での買取請求を行        金額での買取請求を行

                                        っておりますが、買取       っておりますが、買取        っておりますが、買取

                                        価額については合意に       価額については合意に        価額については合意に

                                      　至っておりません。       　至っておりません。          至っておりません。

（中間損益計算書関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　前 中 間 会 計 期 間         　　　当 中 間 会 計 期 間         　　　前 事 業 年 度         

１．特別利益の主な内訳

　　　　投資有価証券売却益           　　　　　　　２０百万円　　　　　　　　１百万円　　　　　　  ２５百万円
　　　　貸 倒 引 当 金 戻 入 益                       　１５百万円                －百万円            １９１百万円
        新 株 引 受 権 戻 入 益                   １，３０４百万円        　　　　－百万円        １，３０４百万円
　　　　過年度賃借料修正益           　　　　　　　　－百万円　　　　　　　　－百万円　　　　　　　８５百万円

　　　　有価証券評価損戻入益           　　　　　　　　－百万円　　　　２，２７３百万円　　　　　　　　－百万円

　　　　投資有価証券評価損戻入益　　　　　　　　－百万円　　　　　　２６０百万円　　　　　　　　－百万円

　　　　過年度撤去費修正益           　　　　　　　　－百万円　　　　　　　５３百万円　　　　　　　　－百万円

２．特別損失の主な内訳

　　　  固 定 資 産 除 却 損           　　　　　　１２４百万円　　　　　　１９１百万円　　　　　　５１９百万円

　　　　有 価 証 券 評 価 損           　　　　　　　　－百万円　　　　　　　　－百万円　　　　２，９２７百万円

　　　　投資有価証券評価損           　　　　　　　　９百万円　　　　　　    －百万円　　　　　　３４３百万円
　　　  貸 倒 引 当 金 繰 入 額           　　　　　　　　－百万円　　　　１，４５６百万円　　　　１，１８９百万円

　　　　投 資 事 業 清 算 損           　　　　　　　　－百万円　　　　　　　　－百万円　　　　　　１０７百万円

　　　　関 係 先 事 業 整 理 損           　　　　　　　　－百万円　　　　　　２２５百万円　　　　　　　　－百万円

－９－



（リース取引関係）

前中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

　　減価償却累計額相当額及び中間

　　期末残高相当額

　　　　　　　　　器具及び備品

取得価額相当額　１，５６１百万円

減価償却累計額相当額　　　８０９百万円

中間期末残高相当額　    ７５２百万円

２．未経過リース料中間期末残高相

　　当額

　　　１年以内　　　３０４百万円

　　　１ 年 超    　　　４７２百万円

　　　合　　計      ７７７百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

　　額及び支払利息相当額

　　　支払リース料　１７１百万円

　　　減価償却費相当額　１５７百万円

　　　支払利息相当額　　１４百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当

　　額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　…リース期間を耐用年数とし、

　　　残存価額を零とする定額法

　　　によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　…リース料総額とリース物件の

      取得価額相当額との差額を利
      息相当額とし、各期への配分
      方法については、利息法によ
      っております。

当中間会計期間

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

　　減価償却累計額相当額及び中間

　　期末残高相当額

　　　　　　　　　器具及び備品

取得価額相当額　１，５０８百万円

減価償却累計額相当額　　　９８１百万円

中間期末残高相当額　　　５２７百万円

２．未経過リース料中間期末残高相

    当額
　　　１年以内　　　２６７百万円

　　　１ 年 超    　　　３０７百万円

　　　合　　計　　　５７５百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

　　額及び支払利息相当額

　　　支払リース料　１６２百万円

　　　減価償却費相当額　１４９百万円

　　　支払利息相当額　　１０百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当

　　額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　…リース期間を耐用年数とし、

　　　残存価額を零とする定額法

　　　によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　…リース料総額とリース物件の

      取得価額相当額との差額を利
      息相当額とし、各期への配分
 　　 方法については、利息法によ
　　　っております。

前事業年度

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

　　減価償却累計額相当額及び期末

　　残高相当額

　　　　　　　　　器具及び備品

取得価額相当額　１，５９５百万円

減価償却累計額相当額　　　９４１百万円

期末残高相当額        　　　６５３百万円

２．未経過リース料期末残高相当額

　　　１年以内　　　２８６百万円

　　　１ 年 超    　　　３９０百万円

　　　合　　計　　　６７６百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

　　額及び支払利息相当額

　　　支払リース料　３４３百万円

　　　減価償却費相当額　３１５百万円

　　　支払利息相当額　　２７百万円

４．減価償却費相当額及び利息相当

　　額の算定方法

　・減価償却費相当額の算定方法

　　…リース期間を耐用年数とし、

　　　残存価額を零とする定額法

　　　によっております。

　・利息相当額の算定方法

　　…リース料総額とリース物件の

　　　取得価額相当額との差額を利

      息相当額とし、各期への配分
　　　方法については、利息法によ

　　　っております。

 －１０－



売上高及び営業収入の内訳

（単位　百万円：未満切捨）

前中間会計期間

（平成１１年３月１日～平成１１年８月３１日）

当中間会計期間

（平成１２年３月１日～平成１２年８月３１日）

前 事 業 年 度       

（平成１１年３月１日～平成１２年２月２９日）
　　　　　期　　別

科　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

衣 料 品      

身 回 品      

雑 貨      

食 品      

飲 食      

そ の 他      

５８，１１１

１８，３３７

２３，２３９

５，７５９

６，３４７

１５，１１３

　％

４４．７

１４．１

１７．９

４．４

４．９

１１．６

５２，２８０

１７，０６７

２２，１８５

５，４９２

６，３２４

１３，８４４

%
４３．２

１４．１

１８．４

４．５

５．２

１１．５

１２１，２１０

３７，０８４

４６，６０９

１１，６７７

１２，３６４

２８，１８２

％

４５．７

１４．０

１７．６

４．４

４．６

１０．６

　
専

門

店

売

上

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小 計      １２６，９０８ ９７．６ １１７，１９４ ９６．９ ２５７，１２８ ９６．９

劇 場      

出 版      

そ の 他      

１，６３４

１１９

６００

１．２

０．１

０．５

２，３０１

１３３

５６２

１．９

０．１

０．５

３，８０３

４０３

２，５０４

１．４

０．２

０．９

　
そ
の
他
の
売
上
高

 
 
 
 
 
 
 
 

小 計      ２，３５４ １．８ ２，９９７ ２．５ ６，７１１ ２．５

売 上 高 計        １２９，２６３ ９９．４ １２０，１９２ ９９．４ ２６３，８４０ ９９．４

営 業 収 入        ７５５ ０．６ ７３２ ０．６ １，５２４ ０．６

合 計        １３０，０１８ １００．０ １２０，９２４ １００．０ ２６５，３６４ １００．０

（注）専門店売上高のその他はサービス等であります。

 ―１１―



有価証券の時価等

（単位　百万円：未満切捨）

前中間会計期間末

（平成１１年８月３１日現在）

当中間会計期間末

（平成１２年８月３１日現在）

前事業年度末

（平成１２年２月２９日現在）
種　類

中間貸借対照表

計 上 額     
時 価    評価損益

中間貸借対照表

計 上 額     
時 価    評価損益

貸借対照表

計 上 額     
時 価    評価損益

(１) 流動資産に
    属するもの

　株　　式

　債　　券

　その他    

５，０１３

－

－

５，７２３

－

－

７１０

－

－

４，３５３

２０

－

４，３６９

１９

－

１６

△０

－

２，０８４

１０

－

２，１１０

９

－

２６

△０

－

　小　　計 ５，０１３ ５，７２３ ７１０ ４，３７３ ４，３８９ １６ ２，０９４ ２，１２０ ２６

(２) 固定資産に
属するもの

　株　　式

　債　　券

　その他    

２，３３６

―

―

３，１２７

―

―

７９０

―

―

２，２４０

―

―

２，７１６

―

―

４７６

―

―

１，９９０

―

―

２，３９６

―

―

４０５

―

―

　小　　計 ２，３３６ ３，１２７ ７９０ ２，２４０ ２，７１６ ４７６ １，９９０ ２，３９６ ４０５

合　計 ７，３５０ ８，８５１ １，５０１ ６，６１３ ７，１０６ ４９２ ４，０８４ ４，５１６ ４３１

（注）１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

　　　　　　(１)上 場 有 価 証 券        ……主に東京証券取引所の最終価格

　　　　　　(２)店頭売買有価証券……日本証券業協会が公表する売買価格等
　　　　　　(３)気配等を有する有価証券＜(１)、(２)に該当する有価証券を除く＞
　　　　　　　　　　　　　　　 ……日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配

　　　２．流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。

　　　　　なお、自己株式の評価損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　        　  前中間会計期間末         　当中間会計期間末         　前 事 業 年 度 末         

　　　　　　                                           ０百万円          △０百万円          △０百万円

　　　３．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額及び貸借対照表計上額

                                              前中間会計期間末         　当中間会計期間末         　前 事 業 年 度 末         

　　　　　　流動資産に属するもの

　　　　　　　　　　　ﾏﾈｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ　　　　　　　　　 －百万円　　７，９０４百万円　　　　　　－百万円

　　　　　　固定資産に属するもの

　　　　　　　非上場株式(店頭売買有価証券を除く)　２８，７２８百万円  ３１，２７７百万円  ２８，９２８百万円
　　　　　　　　　　　 (うち関係会社株式　  　　　５，４１３百万円  １１，３７１百万円　　５，６１３百万円）
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

金利関連

（単位　百万円：未満切捨）

前中間会計期間末
（平成１１年８月３１日現在）

当中間会計期間末
（平成１２年８月３１日現在）

前 事 業 年 度 末       
（平成１２年２月２９日現在）

契約額等 契約額等 契約額等
区
分 種　　類

うち１年超
時価
評価

損益 うち１年超
時価
評価

損益 うち１年超
時価
評価

損益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

金利スワップ

取引

受取変動

･支払固定 ５５０ ４４０ △２ △２ ８４０ ６００ △４ △４ ４９５ ３８５ △５ △５

合　　　　計 ５５０ ４４０ △２ △２ ８４０ ６００ △４ △４ ４９５ ３８５ △５ △５

（注） 時価の算定方法
       当該契約を締結している取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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